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1. ズレが生み出す危機

慣例通りの通常営業の行き詰まり
過去200年で経済規模は拡張したが。。。

Misalignment has become a critical systemic risk to the economy and human 
well-being

Business as usual is eroding Biodiversity

（Lucrezia Lenardon）
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背景情報

出典: IPBES (2019): Summary for policymakers of the global assessment report on 
biodiversity and ecosystem services of the Intergovernmental Science-Policy Platform on 
Biodiversity and Ecosystem Services. S. Díaz, J. Settele, E. S. Brondízio E.S., H. T. Ngo, M. 

Guèze, J. Agard, A. Arneth, P. Balvanera, K. A. Brauman, S. H. M. Butchart, K. M. A. Chan, L. 
A. Garibaldi, K. Ichii, J. Liu, S. M. Subramanian, G. F. Midgley, P. Miloslavich, Z. Molnár, D. 

Obura, A. Pfaff, S. Polasky, A. Purvis, J. Razzaque, B. Reyers, R. Roy Chowdhury, Y. J. Shin, I. 
J. Visseren-Hamakers, K. J. Willis, and C. N. Zayas (eds.). IPBES secretariat, Bonn, Germany. 

56 pages. 3

IPBES 生物多様性と生態系サービスに関する地球規模評価報告書 (2019)

“農業、漁獲漁業、バイオマスエネルギーおよび
材料の生産量は 1970 年以降増加傾向にあるが、
本評価報告書で評価した 

18 項目の自然の寄与のうち、
調節的寄与や非物的寄与を中心に 
14 項目は減少傾向にある。”

1. 危機



自然関連リスク: 生態系からビジネス活動への影響
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世界の総GDPの半分以上にあたる

58兆ドルが生態系サービスに

中程度あるいは高程度依存しており、

生物多様性喪失は、あらゆるビジネス

セクターに影響する。

特に農業や林業、漁業、食品飲料、

建設業などが高く依存している。

出典: EXOBASE, ENCOREデータベース, PwCによる分析

自然に中~高程度に依存して

いる経済価値創出額

（世界のGDPの半分以上）
US$58兆

うち依存度の高い

５大産業合計
US$13兆

1. 危機



現在の外部条件とシステム的リスク (KM2)
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BBAが強調するのは「個社努力」だけでなく、
資金・補助金・制度を含む外部条件の転換

有害な投資の積算 (2023年時点)

出典: Jones, Matt et al. (2026)“IPBES Business and 
Biodiversity Assessment: Summary for Policymakers”

https://doi.org/10.5281/zenodo.18538597

SPM KM2 該当箇所 下段は有害→便益のレンジを示す 

自然に直接負の影響を与える

公的・民間の資金フロー

うち

民間資金

うち

公的資金

自然の保全・持続可能な利用に

貢献する公的・民間の資金フロー

US$7.3兆

US$4.9兆

US$2.4兆

US$2200億

1. 危機



生物多様性保全、その動向と気候変動対
策とのシナジー と トレードオフ
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メガソーラー・風力発電(陸)と生物多様性保全でト
レードオフ

社会・生態システムの統合化による 自然資本・生態系サービスの予測評価（PANCES）(2020) 政策提言 1, 11. 
亀山康子 (2019) 日本の気候変動対策と生態系保全策との間のトレードオフ・シナジー に関する包括的分析 , 環境情報科学 , 
48(4): 74-79. 

ランドスケープアプローチ
景観・生物多様性保全 vs 再生可能エネルギー・経済性



風力発電と太陽光発電の比較

規模 着工までの期間
運動や議論へ

の影響
自然景観への影響と、

回避手段の有無等

太陽光
発電

大きくない物
多い

法アセス対象
少なし

大規模でないため
着工早い

着 工 前 の 期 間
短 い 。 そ の た
め 裁 判 ま で 持
ち 込 ま れ る こ
と多い

自然景観の劣化に関しては、
多 く の 人 が 「 コ ス ト （ 負
担）」を支払うことにはな
らない（施設周辺の人だけ。
ただし山の斜面の場合はそ
うでもないが、風力よりは
小面積にとどまる）。
回 避 の オ プ シ ョ ン が あ る
（適宜縮小・分散や目隠し
という方法あり）

風力発電

大規模な物
多い

法アセスまた
は条例アセス

対象多し

アセス必要なため、
問題顕在化して着
工まで長期間ある

議 論 の 成 熟 化
の 機 会 が あ る
た め 、 運 動 に
よ る 中 止 も あ
る。

自然景観の劣化には、多く
の人が「コスト（負担）」
支払う。
回 避 の オ プ シ ョ ン 少 な い
（施設の数を減らす、又は
場所変更しかない。ただし、
事業者には、それは中止と
同義となる＊。）

中山間地域の太陽光発電と風力発電における自然景観ファクターの位置づけ

Kohyama & Kohsaka 2023
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2050年ビジョン 

自然と共生する世界

2030年ミッション
必要な実施手段を提供しつつ、生物多様性を保全するとともに持続可能な形で利用する
こと、そして遺伝資源の利用から生じる利益の公正かつ衡平な配分を確保することにより、
人々と地球のために自然を回復軌道に乗せるために生物多様性の損失を止め反転させ
るための緊急の行動をとる

昆明・モントリオール
2050年ゴール

ゴールB 持続可能な
利用

ゴールC 遺伝資源への
アクセスと利益配分
（ABS)

ゴールA 保全

ゴールD 実施手段

昆明・モントリオール2030年ターゲット （緊急に取るべき行

動）

1：  空間計画
2：  自然再生
3：  30by30
4：  種・遺伝子の保全
5：  生物採取
6：  外来種対策
7：  汚染
8：  気候変動

14： 生物多様性の主流化
15： ビジネス
16： 持続可能な消費
17： バイオセーフティー
18： 有害補助金
19： 資金
20： 能力構築、技術移転
21： 知識へのアクセス
22： 先住民、女性及び若者
23： ジェンダー

実施支援メカニズム／責任と透明性／広報・教育・啓発・取り込み

9：  野生種の利用
10：農林漁業
11：自然の調整機能
12：緑地親水空間

(1) 生物多様性への脅威の縮小 (3) 実施・主流化のツールと解決策

(2) 人々の需要が満たされる

13： 遺伝資源へのアクセ
スと利益配分(ABS)

１．（１）昆明・モントリオール生物多様性枠組の構造
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環境省公表資料

1. 危機
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KMGBF枠組の目標・ゴールで指標のカバー率(Affinito, Kohsaka et al. 2025)
Assessing coverage of the monitoring framework of the Kunming-Montreal Global Biodiversity Framework and opportunities to fill 
gaps Nature Ecology & Evolution 9 (7), 1280-1294

1. 危機



「ネイチャーポジティブ」を巡って

EJ Milner-Gulland （Oxford生物学）
生物多様性において測定可能な改善
を示す方法としては要だが、企業に
よって薄められている

「どこでも、どんな量でもネイチャー
ポジティブと呼べるような雰囲気には
抵抗すべき」

2022年11月 COP27では600人以上の化石燃
料関連のロビイストー2021年から25％増
加

https://www.theguardian.com/environment/2022/dec/13/nature-positive-two-words-hoping-drive-deal-
for-nature-cop15-aoe
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“We are spending more time trying to understand the disclosures, 
the frameworks, and the methods we are expected to comply with 
than we are actually spending working out what we need to do to 
address the impacts that we have”

“自分たちが生じさせている影響に  
どう対応すべきかを実際に検討するより
も、開示内容やフレームワーク、そして
遵守を求められる手法を理解することの
ほうに、より多くの時間を費やしている”



・自然関連のリスク評価・管理の導入拡
大に向けて、最も多く挙げられる3障壁

14

信頼できるデー
タへのアクセス

が無い！

信頼できる
モデル

シナリオへの
アクセス
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「枠組み」から「実装」へ

KMGBF (2022)

Global framework

TNFD/SBTN等

Disclosure, target

SDGs
Nature Positive

Global target

手法が乱立IPBES BBA

BBAは「影響・依存」→「リスク・機会」→「行動と測定」へつなぐ統合枠組み

政府・金融・企業が“実務の土台”を共有できる



企業と自然の関係を変革することは可能
企業・人々・自然にとって持続可能な未来
のために不可欠
BBアセスメントは
その手引・見取り図

Transforming the relationship between business and nature is possible 
— and essential for a sustainable future for business, people and nature. 
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チャプターの構成
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IPBES BBA

第1章：

背景の整理

企業と生物多様性の関係を導入する。企業部門の類型化を行い、

公式・非公式の活動を含めた依存関係および影響を整理する。

第2章：

企業はいかに生物多様性に依

存しているか

部門横断的かつスケール横断的に、企業の生物多様性への依存

関係を特定する手法をレビューする。事例を示しつつ、社会的

目標とのシナジーおよびトレードオフを明らかにする。

第3章：

企業はいかに生物多様性へ影

響を及ぼすか

企業による生物多様性への影響の類型を提示する。直接的影響、
バリューチェーンを通じた影響、間接的経路を含み、部門別の
影響推計も扱う。

第4章：

企業の生物多様性への依存お

よび影響の測定アプローチ

依存関係および影響を測定するためのアプローチ、フレーム

ワーク、指標、データ、ツールを評価する。関連手法のインベ

ントリー（一覧）も含む。

第5章：

変革の主要アクターとしての

企業: 企業による行動の選択肢

企業の行動オプションを検討する。依存関係および影響の測定

が意思決定をどのように支援し、社会的・経済的・環境的成果

を改善し得るかを示す。

第6章：

企業行動を可能にする環境の

創出: 政府、金融セクター、市

民社会による行動の選択肢

政策・法制度、経済・金融、価値観・規範、技術・データ、能

力構築および知識といった側面から、企業行動を促進するため

の政府、金融機関、市民社会の選択肢を検討する。

測定
第４章

依存
第２章

影響
第３章

実施環境
第６章

意思決定
第５章

使用
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IPBES12 ： Business & Biodiversity Assessment (BBA) の公表

出典: Jones, Matt et al. (2026)“IPBES Business and 
Biodiversity Assessment: Summary for Policymakers”

https://doi.org/10.5281/zenodo.18538597
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2. IPBES BBA

“Nature is everybody’s business.”
（自然は、すべてのビジネスの基盤）

全ての企業は自然に依存し、
同時に自然へ影響する依存と影響

システミックリスク

変化は可能

All businesses depend on and impact biodiversity

自然損失は経済・金融安定・
サプライチェーンを脅かす

Nature loss is a systemic economic & financial risk

完璧なデータを待たずに、
今できる行動がある

Action is possible now—no need to wait for perfect data



表 SPM.3
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表 SPM.3 意思決定のレベルおよび測定目的ごとに
みた、影響と依存関係の評価に用いる手法の適合性

手法のカテゴリーは相互に排他的ではなく、厳密な区分ではなく
連続体をなすものである。各意思決定レベルにおいて、アイコン
は、各手法カテゴリーに含まれる手法が、現時点で利用可能かつ
適用可能であるか、十分な正確性・網羅性・応答性が確保されれ
ば適用可能であるか（慎重な適用を要する）、あるいは現時点で
は実施不可能または適用対象外であるかの程度を示している。



意思決定レベルおよび測定目的に応じた影響と依存関係の評価
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5. 測定と方法

Suitability of methods for assessing impacts and dependencies 
by level of decision-making and purposes of measurement. 

出典: Jones, Matt et al. (2026)“IPBES Business and Biodiversity Assessment: 
Summary for Policymakers” https://doi.org/10.5281/zenodo.18538597

目的を先に決めると、必要なデータと手法が決まる

スクリーニング 選択肢の比較

変化の追跡 自然の変化を予測

優先課題（重点地域・
バリューチェーン）を見つける

代替案間で影響・依存を
比較し意思決定

時間変化（改善/悪化）を
モニタリングし計画を更新

企業活動と紐づく変化を
観測・検証



「目的に適っているか」を
判断する評価手法の評価軸 （KM7）
• 網羅性（ coverage）
地理的スケールと、評価に含まれる影響および依存関係の広がり

ある手法、または複数手法の組合せが、関連する地理的スケールにおいて、企業
活動に関係する影響および依存関係をカバーしている必要あり

• 正確性（ accuracy）
結果が、測定対象として設計された内容をどの程度正しく記述しているかを示す
度合

意思決定のレベル、測定の目的で異なる

• 応答性・ 変化検出性 （ responsiveness）
企業の行動・活動に起因するとみなせる変化を検出できる能力

目的適合的であるためには、手法は、生物多様性および人々への自然の寄与にお
ける変化を、特定の介入（施策・取組）と明確に結び付けられる必要あり
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企業の評価を示す信用格付け（S&PやMoody‘sなど）と、環境・社
会・ガバナンスへの取り組みを示す「ESG格付け」。

評価機関同士の「評価の一致率（相関）」の組み合わせとして、文
章の内容に基づいている正しいものは次のうちどれでしょう？

• A. 信用格付けの一致率は 95%、ESG格付けの一致率は 70%

• B. 信用格付けの一致率は 85%、ESG格付けの一致率は 60%

• C. 信用格付けの一致率は 90%、ESG格付けの一致率は 40%

D. 信用格付けの一致率は 80%、ESG格付けの一致率は 70%

問題



信用格付けが一致しやすい理由

（一致率：90%）

• 評価対象が「具体的」

「借金を返済できるか」という、目に見える明
確な企業能力を評価しているため

• データが「検証可能」

実際の財務数値という客観的なデータに基づい
ており、将来の予測に対して確かな関連性が証
明されているため。

ESG格付けが一致しない理由

（一致率：40%）

ESG格付けは以下の「3つのズレ」が積み重なる

①「測る項目」が異なる：評価機関によって、何
をESGの測定項目が異なる

②「測る手法」が異なる：選んだ項目を測定する
際にも、機関同士で互換性のないバラバラな手法
を使っている

③「最終スコアの計算方法」が異なる：独自に集
めたデータを組み合わせて最終的な評価（格付
け）を算出するロジック（方法論）自体が、機関
の間で矛盾

レーティングの一致率が高く、

ESG格付けの一致率が低い理由
【正解と解説】



Crona, B., Polasky, S., Parlato, G. et al. A golden opportunity: Corporate 
sustainability reporting as a key lever to address nature-related 
risks. Ambio (2026). https://doi.org/10.1007/s13280-026-02376-0



国際枠組みの全体像
Overview of International Process

出典： IUCN 2023よりバイオーム作成

Sustainable Development Goals

SDGs

Taskforce on Nature-related 
Financial Disclosures

TNFD

Global goal for nature: 

Nature Positive

Science-based Targets Network

SBTN IUCN approach

Convention on Biological Diversity
Global Biodiversity Framework

GBF

大気
Air

海域
Marine

水
Water

陸域
Terre
strial

遺伝子の
多様性

Genetic

ナチュラル
プロセス
Natural 
Process

カーボン
Carbon

生態系サービス
（NCP）

生態系の
多様性

Ecosystem 

種の
多様性

Species

依存と影響

影響のみ
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Crona, B., Polasky, S., Parlato, G. et al. A golden opportunity: Corporate sustainability 
reporting as a key lever to address nature-related risks. Ambio (2026). 
https://doi.org/10.1007/s13280-026-02376-0



Crona, B., Polasky, S., Parlato, G. et al. A golden opportunity: Corporate sustainability 
reporting as a key lever to address nature-related risks. Ambio (2026). 
https://doi.org/10.1007/s13280-026-02376-0



ドナルド・トランプによる巨大石油産
業への大盤振る舞いは環境的な大惨事

しかし、業界の反応は、資本主義その
ものに関するより大きな真実を浮き彫
りにしている
Donald Trump’s Big Oil bonanza is an 
environmental disaster — but the 
industry’s reaction exposes a larger 
truth about capitalism itself.

出典： Brad Swanson
https://thereader.mitpress.mit.edu/the-grand-old-illusion-of-ethical-capitalism/
“Profit vs. Progress: Why Socially Responsible Investment Doesn’t Work and How To Fix It.”

『倫理的』資本主義の壮大な幻想

The Grand Old Illusion of ‘Ethical’ Capitalism

https://thereader.mitpress.mit.edu/the-grand-old-illusion-of-ethical-capitalism/
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• 気候変動対策からの転換過去に掲げていた華々しい「脱炭素への公約」が、
各社であっさりと放棄

• 具体的な縮小・下方修正の動き

BP: グリーンエネルギー関連の支出を 70%削減

Equinor: 再生可能エネルギーの容量目標を 約40%下方修正

Chevron（シェブロン）: 炭素排出削減に向けた設備投資全体約5% に縮小

化石燃料の生産を減らす計画を持つ企業は ゼロ（皆無）

全社が「当面の間、化石燃料が他のエネルギー源を圧倒し続ける」と予測

米国・大手石油・ガス会社による

「脱炭素コミットメント」の後退



一見すると野心的な目標
「2050年までに排出量をネットゼロにする」と約束し、
世界の気候科学の合意（1.5℃目標）に沿っているようにアピール

都合の良い「抜け穴（対象の限定）」
削減の対象：自社の操業（石油の汲み上げや精製）と
購入した電力から出る排出量のみ

意図的な除外：自社のガソリン等を利用した「消費」や
サプライヤーから出る莫大な排出量を完全に無視している

無視された排出量の規模
•除外されている排出量は、ネットゼロの対象とされている排出量の 「4倍」

「ネットゼロ目標」に隠されたカラクリ

例）エクソンモービル



抄訳 WWFジャパン
https://www.wwf.or.jp/activi
ties/statement/6237.html

アマゾン大豆モラトリアム維持求め、市民社会・

NGOが連携し圧力強化



危機：森林保護枠組み（ASM）の崩壊

主要企業の撤退により、アマゾンの森林破壊が最大30%（ポルトガル相当）増加する恐れ。気
候変動・生物多様性喪失・貧困が連鎖する複合的危機に直面

戦略的対策：2008年基準の供給網管理

• 2008年をカットオフ・デート（基準日）に設定。

• 以降の破壊地由来の製品（大豆・畜産物）をサプライチェーンから完全排除。

解決の鍵：機関投資家による「金融エコシステム」の変革

• 倫理観ではなく、科学的データとリスク評価に基づき、機関投資家を教育。

• 銀行（低金利融資）と保険（料率操作）を連動させ、社会を修復する**好循環（Virtuous 
cycles）**を創出する。

アマゾン大豆モラトリアム維持求め、市民社会・

NGOが連携し圧力強化



• 企業利益（対GDP比）: 過去50年で最高水準に

• 労働者の賃金: 過去50年で最低水準に

史上最大の所得格差 （トランプ以前から傾向）

現在の所得格差は、19世紀末のアメリカにおける「金ぴか時代
（Gilded Age：少数の資本家が莫大な富を誇示し、多くの人が極
貧にあえいだ時代）」をも上回り、史上最大に

企業利益と労働者賃金の極端な乖離



背景: 

個別企業は規制による強制がない限り、利他的な行動をとらない（環
境リスクが自社に「直接的かつ即座に」降りかからないため）

→ アマゾンの大豆モラトリアムからの企業撤退

機関投資家は、市場全体に幅広く投資しているため、気候変動や生物
多様性の喪失を「自身のポートフォリオ全体に対する深刻なリスク」
として認識

機関投資家を教育し動かすことが、間接的にすべての非金融企業（一
般企業）の行動を変えさせる最も強力な手段

機関投資家の役割 個別企業の限界を補う

「最強のレバレッジ（てこ）」である



• 多くの投資家はリスクが高まっていること自体は認識

• 自然関連リスク（Nature-related risks）や複雑な生態系のダ
イナミクスを評価する専門能力が著しく欠如

• 科学的な知見を金融の意思決定プロセスに翻訳し、投資家や会
計士・監査人を訓練することで、環境リスクを「実際の金融リ
スク」として正確に価格転嫁・評価できる体制へ

「自然・生態系リスク」に対する

決定的な能力不足の解消



現状ESG格付けは自己申告ベースで一貫性が無い

企業が地球環境に与える実際のインパクト（Planetary 
materiality）を測定できない

投資家を教育

→ 表層的なESGデータに騙されることなく、

＊真に「科学的根拠に基づいた企業報告」

＊「環境へのインパクト評価」を企業側に要求

→ 投資を駆動するデータシステムそのものを変革

欠陥のある「既存のESGデータ」からの

脱却とシステム変革



• 環境に悪い企業を単に投資対象から外す（ネガティブ・スクリーニ
ング／ダイベストメント）だけで済ませる傾向

• 機関投資家（特に長期的視野を持つユニバーサル・オーナーやベ
ンチャーキャピタル）

＞取締役会への積極的な関与（議決権行使や株主提案）

＞貸付条件（コベナンツ）を通じた規律付け

現在の権限で「実際に何ができるのか」を理解

具体的な行動を促す

「ネガティブ・スクリーニング」を超えた

積極的関与（エンゲージメント）の促進



金融セクター内での「シナジー（好循環）」の創出

現状の課題：
 投資家コミュニティは多様だが、互いの連
動性が理解されていない。「倫理観」に期
待するだけでは限界がある。

解決策： 

資本の出し手である機関投資家にターゲッ
トを絞り、科学的なリスク評価とデータ活
用法を教育する。

目指す姿：
 銀行・保険などが連動して動く金融エコシ
ステム全体の協調を生み出し、社会を持続
可能な方向へ導く好循環（Virtuous cycles）
を作る。

Crona et al.  (2025) A 
systems approach to 
sustainable finance: 
Actors, influence 
mechanisms, and 
potentially virtuous 
cycles of sustainability
iScience, 
DOI: 10.1016/j.isci.202
5.112785

https://doi.org/10.1016/j.isci.2025.112785
https://doi.org/10.1016/j.isci.2025.112785


生物多様性・
自然クレジットとは？
What is a biodiversity credit?

42
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A biodiversity credit is a certificate that represents a measured and evidence-based unit of positive 
biodiversity outcome that is durable and additional to what would have otherwise occurred （BCA 2024）

出典：Biodiversity Credit Alliance（2024）Definition of  a Biodiversity Credit
https://www.biodiversitycreditalliance.org/wp-content/uploads/2024/05/Definition-of-a-Biodiversity-Credit-Rev-220524.pdf

生物多様性・自然クレジットとは

What is a biodiversity credit?

生物多様性クレジットは、「測定された証拠に基づく生物多様性のポジティブな成果を単位として
示す証明書であり、永続性があり、追加的に発生するものである」と定義される (BCA 2024)

生物多様性成果
Biodiversity outcome

測定可能性
Measured ＆ evidence-based

永続性/持続性
Durability

追加性
Additionality
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生物多様性・自然クレジットの種類  Typology of Credits 

Types of biodiversity credits

相殺・補償型
Compensation

自然損失の埋め合わせ

制度化等により企業のイン
センティブが作りやすく、
市場の資金流入を促すこと

ができる

貢献型
Contribution

ポジティブインパクト創出

オフセットの抱える問題に
とらわれず、資金提供によ
り自然回復貢献を定量的に

示すことができる

＊「オフセット」と「インセット」は、社外か社内（バリューチェーン内）
“Offset” and “inset” indicate whether the action is external (outside the company) or internal (within the value chain)

Provided by Keish Nakao based on IARB etc.



英国の生物多様性ネットゲイン(BNG)

2021年の英国環境法にて、

開発後の生物多様性の価値を開発前の状態よりも少なくとも10%向上させることが義務付けられた

また、 創出された生息地は最低30年間にわたって維持・管理されなければならない

生物多様性ネットゲイン(Biodiversity Net Gain)制度の導入

実施の優先順位

1. オンサイト

2. オフサイト

3. 法定クレジット

開発区域内で生息地を創出・改善

開発区域外の「ハビタット・バンク（生息地銀行）」などでユニットを購入

開発区域内で生息地を創出・改善



IPBES12 ： Business & Biodiversity Assessment (BBA) の公表

出典: Jones, Matt et al. (2026)“IPBES Business and 
Biodiversity Assessment: Summary for Policymakers”

https://doi.org/10.5281/zenodo.18538597

46

2. IPBES BBA

“Nature is everybody’s business.”
（自然は、すべてのビジネスの基盤）

全ての企業は自然に依存し、
同時に自然へ影響する依存と影響

システミックリスク

変化は可能

All businesses depend on and impact biodiversity

自然損失は経済・金融安定・
サプライチェーンを脅かす

Nature loss is a systemic economic & financial risk

完璧なデータを待たずに、
今できる行動がある

Action is possible now—no need to wait for perfect data



表 SPM.3
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表 SPM.3 意思決定のレベルおよび測定目的ごとに
みた、影響と依存関係の評価に用いる手法の適合性

手法のカテゴリーは相互に排他的ではなく、厳密な区分ではなく
連続体をなすものである。各意思決定レベルにおいて、アイコン
は、各手法カテゴリーに含まれる手法が、現時点で利用可能かつ
適用可能であるか、十分な正確性・網羅性・応答性が確保されれ
ば適用可能であるか（慎重な適用を要する）、あるいは現時点で
は実施不可能または適用対象外であるかの程度を示している。



意思決定レベルおよび測定目的に応じた影響と依存関係の評価

48

5. 測定と方法

Suitability of methods for assessing impacts and dependencies 
by level of decision-making and purposes of measurement. 

出典: Jones, Matt et al. (2026)“IPBES Business and Biodiversity Assessment: 
Summary for Policymakers” https://doi.org/10.5281/zenodo.18538597

目的を先に決めると、必要なデータと手法が決まる

スクリーニング 選択肢の比較

変化の追跡 自然の変化を予測

優先課題（重点地域・
バリューチェーン）を見つける

代替案間で影響・依存を
比較し意思決定

時間変化（改善/悪化）を
モニタリングし計画を更新

企業活動と紐づく変化を
観測・検証



「目的に適っているか」を
判断する評価手法の評価軸 （KM7）
• 網羅性（ coverage）
地理的スケールと、評価に含まれる影響および依存関係の広がり

ある手法、または複数手法の組合せが、関連する地理的スケールにおいて、企業
活動に関係する影響および依存関係をカバーしている必要あり

• 正確性（ accuracy）
結果が、測定対象として設計された内容をどの程度正しく記述しているかを示す
度合

意思決定のレベル、測定の目的で異なる

• 応答性・ 変化検出性 （ responsiveness）
企業の行動・活動に起因するとみなせる変化を検出できる能力

目的適合的であるためには、手法は、生物多様性および人々への自然の寄与にお
ける変化を、特定の介入（施策・取組）と明確に結び付けられる必要あり
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3. 企業・金融・政府・市民社会・
メディアが足元から

できること

… BUT COMPANIES CAN BENEFIT FROM SAVING IT

50



出典: “TNFD Adopters”, TNFD
https://tnfd.global/engage/
tnfd-adopters/     

TNFDでは自然関連

財務情報開示の

フレームワークを提供

TNFD Adopters

2024年度、2025年度、2026年度の企業報告書において、
TNFD推奨事項に沿った公開情報開示を開始する意向を

約束する組織

TNFD Adopterは2025年

11月時点で733社であり、

そのうち201社は

日本企業である

TNFD Adopters
登録企業(733社)の上位５カ国

210

92

34

29

27

日本

英国

台湾

フランス

オーストラリア

自然関連財務情報開示の状況 (TNFD開示提言を採用した事例)

https://tnfd.global/engage/


実装の優先順位

優先 1. 回避

2. 最小化

3. 修復

4. オフセット

影響を完全に避ける

避けられない影響の
期間・強度・範囲の提言

劣化した生態系を回復

残留影響を代替手段で補填

IPBESではオフセットは
コストや不確実性の大きい
「最後の手段」

一方、いきもの共生事業
推進協議会(ABINC)は
日本で初めて
「生物多様性ネットゲイン
認証」の試行を発表

民間事業の自主的な
オフセットの取り組みを推進
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4. 行動フレーム

ミチゲーション・ヒエラルキー



生物多様性の評価プロセス

出典:日本経済新聞(2026年2月13日) “生物多様性を資本とせよ 森本幸裕氏 京都大学名誉教授”およびバイオーム社資料より作成

ミクロ・エリア単位 マクロ・地域/国家単位

現地
データ

推定
データ

解釈
データ

フレーム
適応

◼ 専門家調査

◼ 市民科学

◼ 環境DNA

◼ カメラトラップ

◼ 音響解析

◼ ドローン撮影

◼ 種分布モデル

◼ 衛星リモートセンシング

◼ LiDAR

◼ AI活用

◼ State of Nature

◼ STAR

◼ 保全優先度

◼ 希少種生息地

◼ 重要生態系(KBA)

◼ 森林減少

◼ TNFD

◼ SBTN

◼ IUCN RHINO

◼ CDP

◼ 自然共生サイト

◼ ABINC…

…

… …
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5. 測定と方法



リスク管理だけでなく、商品・投資・エンゲージメントで
「資金の流れ」を変える

保険・金融での実装のポイント(例)
6. 日本での実装示唆

54

投資(資産運用) 引受・商品 開示・対話

・自然関連リスクの統合

（セクター×地域）

・エンゲージメントと

議決権

・ネイチャーポジ投資

商品の拡大

・洪水・土砂等の影響を

踏まえた評価

・サプライチェーン・

拠点リスクの反映

・保全・回復を促す商品

設計（インセンティブ）

・TNFD等への整合

・顧客企業の移行計画を

支援

・データ共有・標準化へ

の参画



BBAを“読み物”で終わらせず、意思決定に接続する

まとめ：次の一手
6. 日本での実装示唆
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1. 優先スコープを決める

2. 最小構成でパイロット

3. ルールとインセンティブへ接続

4.共同で学び標準化へ

セクター×地域×バリューチェーンで重点領域を特定

ホットスポット→深掘り→追跡の順で段階的に拡充

調達条件、投資方針、商品設計、KPI/目標、開示へ落とす

データ共有、地域知の統合、人材育成で実装を加速



国際目標（KMGBF）と整合しつつ、
国内でも「政策×企業×金融」の連携を強化

政策の骨格（例）

「2050年自然共生社会」

「2030年ネイチャーポジティブ経済」へ

国の施策を軸に、企業・金融機関等の

アクションを整理（2025–2030）

情報開示の促進、ネイチャーファイナンス

拡大、国際標準化への対応

ネイチャーポジティブ経済への移行
6. 日本での実装示唆
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BBAとの接点

政策設計：

有害補助金・規制・情報開示の一貫性

金融：

リスク管理と商品開発（投資・融資・保険）

企業：

優先課題→実装→測定→開示の“回る仕組み”

標準化：

指標・データ基盤の整備（国際整合)



企業の自然への影響を測る基準整備と生物多様性

出典: 日本経済新聞(2026年2月11日) “経営判断に「自然」
も不可欠 香坂玲氏 東京大学教授”

土地の面積・質やリスクを勘案した
「指標パッケージ」の具体化や
ISOによる標準化の進行

7.3兆ドルに及ぶ「有害な投資」の
是正と資金確保

英国の「生物多様性ネットゲイン」
や日本の「自然共生サイト」など
生物多様性の回復を土地利用や
経営に落とし込む具体的な政策

IPBESによる「ビジネスと
生物多様性」の評価採択
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3. キーメッセージ



4/17 公開
テレ東経済ニュースアカデミー

4月17日（金）19:00より
【テレ東BIZ】
https://txbiz.tv-
tokyo.co.jp/academy/vod/post_339053
【YouTube】
https://youtu.be/_w8cZuEcLvg

テレ東経済ニュースアカデミー
https://txbiz.tv-tokyo.co.jp/academy



ご清聴ありがとうございました

香坂 玲 https://kohsaka-lab.jp/

https://www.facebook.com/kohsaka.jp

kohsaka@hotmail.com
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https://kohsaka-lab.jp/
https://kohsaka-lab.jp/
https://kohsaka-lab.jp/
https://www.facebook.com/kohsaka.jp


国際的枠組みの関係

60出典: 中尾圭志(2025)持続的な自然資本管理に向けた企業の情報開示 ―TNFD賛同企業における自然資本評価の現状と課題―, 林業経済研究

中尾さんの図

企業の自然資本情報開示に関連する主な組織



政策立案者向け要約(SPM)

61

IPBES BBA

10
キーメッセージ

(KM)

BM-A

8メッセージ
企業と生物多様性の関係性の理解

BM-B

13メッセージ
企業・政府・金融・その他による

行動の選択肢

BM-C

8メッセージ

生物多様性および自然が人々に
提供する恩恵に対する

ビジネスの依存と影響の測定

SPM: Summary for policy makers



IPBES12までのタイムライン
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IPBES BBA

SPM の追加レビュー
9 May – 6 June 2025

IPBES12
の承認
2026年2月

SPMの最終レビュー
2 December 2025 – 18 January 2026

第1回 ILK 対話型ワークショップ
23-24 Sep 2023

第1回 SPM会議
(CLAsと共同座長)
7 - 9 May 2024

第1回著者会議
18 - 22 Sep 2023

第2回著者会議
4 - 8 November 2024

第3回 SPMオンライン会議
(CLAsと共同座長)
24 – 26 June 2025 

第2回 SPM会議
(CL CLAsと共同座長)
9 - 10 November 2024

第2回 ILK 対話型ワークショップ
31 July – 2 August 2024

政府と利害関係者の対話
27 & 29 Aug 2024

チャプターとSPMの初稿
(Sep 2023 – July 2024)

チャプターとSPMの最終草案
(Nov 2024 – July 2025)

外部レビュー
24 Jul – 17 Sep

SPMに関する政府の対話
14 May 2025



IPBES12 ： Business & Biodiversity Assessment (BBA) の公表

IPBES(生物多様性版IPCC)による
初のビジネス特化型アセスメント

影響・依存の測定と管理、

行動の選択肢を提示

（政府・金融・企業・市民社会）

79名の専門家（35カ国）による
約3年の作業（fast-track）を統合
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2026年2月、 IPBES加盟150カ国超の
政府代表により
SPM（政策決定者向け要約）が承認

2. IPBES BBA



主要な数値
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3年の開発期間著者と国籍

35カ国から79名の著者

性別

女性45名と男性34名

IPBES BBA

外部コメント

1件の外部レビューと
6000件以上の外部レビューコメント

エビデンス

5000件以上の参考文献(SPMとチャプター)

寄稿者

43名の寄稿者
(うち3名がILK保持者)

コスト

US$ 1.5 million



共同議長
Expert group

• 3 co-chairs:

Ximena Rueda Fajardo (Colombia)

Matt Jones (United Kingdom)

Stephen Polaski (United States)

• 12 coordinating lead authors

• 48 lead authors

• 12 review editors

• 12 fellows

Management committee
• 2 IPBES Bureau members:

Floyd Homer

Julia Marton-Lefevre

• 2 IPBES MEP members:

Germán Andrade

Christopher Gordon

Ximena                      Matt                Stephen



ビジネス行動の5領域
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出典: Jones, Matt et al. (2026)“IPBES Business and 
Biodiversity Assessment: Summary for Policymakers”
https://doi.org/10.5281/zenodo.18538597SPM ビジネスの行動と支援環境の構築

現在の制度・市場・政策環境は、
企業による生物多様性にとって有益な行動を抑制し、

逆に有害な行動を促進してしまう傾向

関係主体は協働および個別に活動することで障壁を克服可能

政策・
規制

Policy 
& legal

経済・
金融

Economics
& finance

価値観・
文化

Value 
& culture

技術・
データ

能力・
知識

Technology
& data

Capacity
& knowledge

規制／義務化、
整合的な
土地・海域計画

有害補助金の
見直し、資金の
流れの転換

倫理・責任投資、
透明性・
説明責任

モニタリング、
意思決定支援、
標準化

人材育成、教育、
相互学習

4. 行動フレーム



行動フレームの概要
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4. 行動フレーム

出典: Jones, Matt et al. (2026)“IPBES Business and 
Biodiversity Assessment: Summary for Policymakers” 
https://doi.org/10.5281/zenodo.18538597

100を超える
個別の具体的アクション
を提示

4つの意思決定レベルの設定
・組織全体
・現場、事業所
・バリューチェーン
・ポートフォリオ

Actions that businesses can take now to address their impacts and dependencies

4つの意思決定レベルごとに
即時アクションを提示

※BBAは「特定手法の推奨」ではなく、
用途に応じた“方法のファミリー”を整理



政府の役割と行動フレーム
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4. 行動フレーム

出典: Jones, Matt et al. (2026)“IPBES Business and Biodiversity Assessment: Summary for Policymakers” https://doi.org/10.5281/zenodo.18538597

行動例

リスクと機会の統合：
生物多様性に関連する
リスク、機会、コスト、
利益を、ビジネスの意思
決定や財務計画に統合

経済的インセンティブの
活用：
生物多様性の保全を促進
する経済的手段や金融イン
センティブに参加し、
その恩恵を享受

データの生成と共有：
意思決定やリスク管理に
役立てるため、
生物多様性に関するデータ
を生成、利用し、共有



金融システムの役割と行動フレーム

69

4. 行動フレーム

出典: Jones, Matt et al. (2026)“IPBES Business and Biodiversity Assessment: Summary for Policymakers” https://doi.org/10.5281/zenodo.18538597

行動例

資金配分の判断基準：
融資、投資、保険商品の
配分を決定する際、
生物多様性への影響と依存
に関する測定尺度を利用

資本の動員：
生物多様性の保全、復元、
および持続可能な利用に
関するプロジェクトに
向けて、官民の資本を動員

革新的な金融商品の開発：
グリーンボンド、サステナ
ビリティ・リンク・ローン、
高信頼性の生物多様性
クレジットなどの革新的な
金融商品を開発・活用



企業の役割と行動フレーム
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4. 行動フレーム

出典: Jones, Matt et al. (2026)“IPBES Business and Biodiversity Assessment: Summary for Policymakers” https://doi.org/10.5281/zenodo.18538597

行動例

情報開示の義務化・奨励：
企業に対し、生物多様性に
関連するリスク、依存、
影響についての情報開示や
報告を奨励または義務付け

有害な補助金の改革：
環境に有害な影響を与える
補助金を廃止、段階的に
削減、または改革

金融手段の確立と支援：
グリーンボンドやブルー
ボンド、保全基金、
官民パートナーシップ
（PPP）などの金融手段を
確立し、支援



図. 生物多様性および自然の人々への貢献に対する企業の影響
と依存関係

• 企業は、生物多様性に対して直接的・間
接的、バリューチェーンを通じた、ある
いは累積的な影響を及ぼす。企業活動は、
生物多様性変化をもたらす５つの要因に
寄与している。

• 企業の依存関係は、直接的なものとバ
リューチェーンを通じたものがあり、物
質的・規制的・非物質的な自然の人々へ
の貢献に由来する。

• リスクには、物理的リスク、移行リスク、
システミック・リスクが含まれる。企業
にとっての機会には、新製品の創出、効
率性の向上、レジリエンスの強化などが
ある。さらに、リスクと機会は相互に作
用し得るものであり、リスク管理が新た
な機会の創出につながる場合もある。



表. 企業が自らの影響および依存関係に対処するために現在講じ
得る行動

• ４つの意思決定レベルにおいて
実施される行動の間には、密接
な関連が存在する。例えば、企
業レベルで設定された目標は、
事業運営レベルおよびバリュー
チェーンレベルにおける行動と
成果を方向づける。

• すべての意思決定レベルにおい
て、行動は個別に実施され得る
だけでなく、協働やパートナー
シップを通じた集団的取組とし
ても実施され得る。



図. 影響、依存関係、リスクおよび機会の交差の例



図. 自らの影響および依存関係に対処し、促進的環境の創出に
貢献するための企業行動

• 企業レベルにおいては、戦略の
策定、方針および管理システム
の設計、能力および資源の配分、
プロセス・製品・サービスの革
新、さらには代替的なビジネス
モデルの探求が可能である。

• これらの取組は、事業運営レベ
ル、バリューチェーンレベル、
およびポートフォリオレベルに
おける行動を促進するとともに、
促進的環境の創出にも貢献し得
る。さらに、企業行動と促進的
環境は相互に影響を及ぼし続け
る関係にある。



表. 促進的環境の構成要素にわたる行動上の主な障壁



国際的な対応

76



国内外の動向
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出典: 
バイオーム社資料(2025)



生態学会誌 特集 (無料公開・Open 
Access)
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昆明・モントリオール生物多
様性枠組及びその議論過程

大澤 隆文, 香坂 玲*  (*責任
著者)

論文URL
https://doi.org/10.18960/sei
tai.74.1_71

昆明・モントリオール生物多
様性枠組の目標・ターゲッ
ト・指標:その内容と有用性の
解説
池上 真木彦*, 角 真耶, 石田 
孝英, 山野 博哉, 香坂 玲ら

論文URL
https://doi.org/10.18960/sei
tai.74.1_85

https://doi.org/10.18960/seitai.74.1_71
https://doi.org/10.18960/seitai.74.1_71


レジーム・コンプレックスの様相

79

・   ル    
    の      
    

・    目標    
         枠組 

・        

     

        

     

        

             

         

                     

 の             

    

       

    

        

                

          の

           

       

        

        

                       

   の          

               

      

             の

     の        

      の     

              

      

              

    目標      

            

      

         の   

                 

      

       のゴール 

                 

      

     の    の       

                

            

      

         ・ ー ー

                 

                  

  ・     ール 
    枠組の  
            

     ・  

   ・    

        

           

          

        

            

           

   での       

      
             ・ ー

 ー              の

      の     

       

    ルー      

          

       

             

    の   

      

        の 

       の 

 ー  の   

         

     

        

    ルー 

 目標      の   

      

              

      カ    の 

               

               

      

   の           

            ー    

      

   

   

ルー 

   

    の

   

   

   

   

   

   

   

   

     

       

       

       

          

  の    

      

       

       

            

    

   での  
目標  

   の の
 の  

     
の  

           

      

        

    

     ル

          の

  目標  の 

        

 の    

      

     ル  

        

   の    

の    

         

      

     ル     目

標             

     

      

 ー       

     ル  の  

     の   の 

  の指   

        

     ル の    

         

              での

    の      

            

             の 

        カ 

  の         

      

       

       

   

      

    

           

       

   

          

     の  目標  

     

                      

     

      

          

              

               

      
     で       
            
      カ   で
         の   
     の     
           

      枠組 指標  

      ー     

      

79

資源多 技術少

提供国
（タイ、ミャンマー、

フィリピン、
インドネシア等）

資源少 技術多

利用国
（日本、韓国、欧州

等）

• 遺伝資源の公正な利益配分（ABS）は、30年以上の地球環境問題
• これまでは提供国・利用国間のモノをめぐる遣り取りが主要論点
（名古屋議定書は、モノとしての資源へのアクセスに関するルール）

持続可能な
利用

利益配分
生物多様性
保全

×

×

×

レジーム・コンプ
レックスの問題も



表１．愛知目標及び昆明・モントリオール生
物多様性枠組（KMGBF）の構成比較 (大澤・
香坂 2024)
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生物多様性戦略計画2011-2020及び愛知目標 昆明・モントリオール生物多様性枠組（KMGBF）
前文 セクションA：背景
セクションⅠ：当該計画の根拠 セクションB：目的
セクションⅡ：ビジョン セクションC：枠組の実施についての考慮事項
セクションⅢ：ミッション セクションD：持続可能な開発のための2030アジェンダとの関係
セクションⅣ：戦略目標及び目標 セクションE：変化の理論
例）目標３：生物多様性に有害な奨励措置等を改廃 セクションF：2050年ビジョン及び2030年ミッション
例）目標４：持続可能な生産・消費のために行動 セクションG：2050年昆明・モントリオールゴール
例）目標５：自然生息地の損失速度を半減させ、ゼロに近づける 例）ゴールA：種の絶滅率及びリスクを1/10に削減
例）目標８：過剰栄養等による汚染を有害とならない水準まで抑制 例）ゴールD：年7,000億ドルの資金ギャップを徐々に縮小
例）目標９：侵略的外来種のうち優先度の高い種を制御、根絶 セクションH：2030年昆明・モントリオールターゲット
例）目標10：（2015年までに）気候変動等に脆弱な生態系について人為的圧力を
最小化 例）ターゲット２：劣化した生態系の30％を再生

例）目標11：陸地の17％、海洋の10％を保護地域等で保全 例）ターゲット３：陸地及び海洋の30％を保護地域等で保全管理
例）目標12：絶滅危惧種の絶滅及び減少を防止 例）ターゲット６：侵略的外来種の導入・定着率を50％削減

例）目標15：劣化した生態系の15％を回復させ、気候変動対策等に貢献 例）ターゲット７：過剰な栄養素の環境中への流出や、農薬及び有害な化学物質
によるリスクを半減

例）目標16：遺伝資源のABSに係る名古屋議定書を国内実施 例）ターゲット８：自然を活用した解決策等を用いた緩和、適応、防災・減災

例）目標20：資源（資金）動員を顕著に増加＊ 例）ターゲット13：遺伝資源やDSI等の利用から生じる利益の配分を促進

セクションⅤ：実施、モニタリング、点検及び評価
例）ターゲット15：生物多様性に係るリスクや影響等を評価・開示するよう、大
企業等に求める

セクションⅥ：支援メカニズム
例）ターゲット17：バイオセーフティ措置やバイオテクノロジーによる利益配分
等の強化
例）ターゲット18：生物多様性に有害な補助金等を特定し、年5,000億ドルを段階
的に削減

＊、途上国向けの生物多様性関連の国際資金フローを世界全体で2006-2010の年
間資金の平均から2015年までに倍増させ、その水準を2020年まで維持することや、
資源のギャップを埋めるために国内においても資源動員すること等が、COP12で
決定された（環境省 2014）

例）ターゲット19：生物多様性のための資源（資金）を増やし、年2,000億ドルを
動員
セクションI：実施及び支援のメカニズムと実現条件
セクションJ：責任と透明性
セクションK：広報、教育、啓発及び理解
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愛知目標 昆明・モントリオール生物多様性枠組
（KMGBF）

進捗状況評価になじむ目標設定（SMART)

目標の具体化（Specific） 保護地域等に係る目標等、数値要素は４個
（COP12で決定されたものを含む）

30by30や資源（資金）動員に係る目標等、数値要素は計
10個

目標の計測可能化（Measurable） 進捗評価指標は2016年（COP13）で「留
意」という形で整理

進捗評価のためのヘッドライン指標等は2022年
（COP15）で大まかには合意（細部はCOP16に向けて
追加議論予定）

野心的な目標（Ambitious） （何が野心的かは意見が分かれそうだが、目
標３：有害な奨励措置の改廃等は結局殆ど達
成できなかった）

30by30や資源（資金）動員に係る数値目標等

実現可能な目標（Realistic） 実施に必要な資源（資金）動員の具体的目標
は2014年（COP12）で合意

実施に必要な資源（資金）動員も含め目標が設定された

時限を明確化（Time-bound） 2020年（一部は2015年）までのターゲット
を設定

2050年までのゴール及び2030年（一部は2025年）まで
のターゲットを設定

従来目標よりも重視された可能性がある要素の例

保護地域外の空間保全 目標11（OECM） ターゲット１（空間計画）、ターゲット３（OECM）

遺伝子（遺伝的多様性） 戦略目標C、目標13 ゴールA、ターゲット４、ターゲット17（バイオセーフ
ティ）

海洋 目標10（海洋酸性化）、目標11（保護地域
等）

ターゲット１（空間計画）、ターゲット２（自然再生）、
ターゲット３（保護地域等（特別にthe oceanにも言
及））、ターゲット８（海洋酸性化）

土壌 - ターゲット11

都市 （セクションⅥ：支援メカニズム） ターゲット12

ビジネス・民間企業 目標４（持続可能な生産・消費） ターゲット14（資金フロー）、ターゲット15（情報開
示）、ターゲット19（民間資金投資）

人間の健康 目標14 セクションC（ワンヘルスアプローチにも言及）、ター
ゲット５（病原体）、ターゲット12（都市緑地等による
健康改善）

表２．愛知目標及び昆明・モントリオール生物多様性枠組（KMGBF）の特徴・
要素比較(大澤・香坂 2024)
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